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１．１ 世界の主な海洋プレート内地震

（１）世界の沈み込み帯の特徴

【宇津（1999）】

 海洋性プレートの沈み込む角度（δ），地震発生の深
さの最大（hmax)，収束速度（Vc）等は，沈み込み帯によ
り異なり多様である。

 東通原子力発電所が位置する「東北日本」と北海道
の「千島－Kamchatka]は，同じ太平洋プレートの沈み
込み帯に属し，hmaxとVcが比較的類似しているものの，
地震面の傾角（δ）及びカップリング（χ）に違いが見
られる。

世界のプレート沈み込み帯（一部加筆）

主な沈み込み帯〔宇津（1999)〕一部加筆

δ ：地震面の傾角
hmax：震源深さの最大（＋dは，深さ600㎞前後にも分離した活動がある）
Vc：収束速度
χ ：カップリングの強さ（F：強，70～100％，M：中，10～70％，W：弱，0～10％）
最大地震：1997年末までの最大地震のMと発生年
＃：背弧海盆の拡大あり

【木村(2002)】
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１．１ 世界の主な海洋プレート内地震

（２）アウターライズ地震① 主なアウターライズ地震

【Aｌvarez-Gomez et al.(2012）】

 20世紀以降に大津波をもたらしたアウターライズ地震（６地震）を下表のように整理している。

 これによれば，1933年三陸沖の地震（M8.1※）が最大規模である。

アウターライズの巨大地震の断層パラメータ〔Alvarez-Gomez et al.(2012)一部加筆〕

【その他の地震】

なお，海溝軸外側では以下の地震が発生しているが，海洋プレートが沈み込む際の正断層とはメカニズムが異なる。

〔気象庁 平成24年4月地震・火山月報（防災編）〕

 2012 年4月11 日17 時38 分（日本時間），インドネシアのスマトラ北部西方沖でMw8.6 の地
震が発生。

 発震機構（気象庁のCMT 解）は横ずれ断層型で，ユーラシアプレートの下に沈み込む前の
インド・オーストラリアプレートの内部で発生した地震である。

※：気象庁マグニチュード
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１．１ 世界の主な海洋プレート内地震

（２）アウターライズ地震② 1933年三陸沖の地震

地震の発生日時 震央地名 緯度 経度 深さ Ｍ 最大震度

1933/03/03 02:30 三陸沖 39°07.7′N 145°07.0′E 0km Ｍ8.1 ５

【地震調査研究推進本部（2019）】

 海溝軸外側の地震としては，1933年の昭和三陸地震が知られている。瀬野（1995）によると，このタイプの地震は沈み込む前のプ
レートが曲げられることで発生する正断層型の浅い地震と考えられている。

 地震による被害は少なく，三陸地方で壁の亀裂，崖崩れ，石垣・堤防の決壊があった程度。地震後約30分～１時間の間に津波が北
海道・三陸の沿岸を襲い大きな被害が出た。

1933年三陸沖の地震 震度分布

（気象庁 震度検索データベース）

http://www.data.jma.go.jp/svd/eqdb/data/shindo/index.php

1933年三陸沖の地震

1933年三陸沖の地震 発震機構(瀬野（1995）に一部加筆）
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１．２ 1968年5月16日十勝沖地震の最大余震

（１）地震調査研究推進本部（2019）の知見

【地震調査研究推進本部(2019)】

 1968年5月16日19時39分頃の地震は青森県東方沖及び岩手県沖北部で発生したM7.5の地震で，津波を伴った。
1968年十勝沖地震の余震と考えられている。

 沈み込んだプレート内で発生した地震であり，浦河と広尾で震度５を観測したほか，北海道から東北にかけての広
い範囲で震度４を観測した。

 この地震のメカニズムはKanamori(1971)によると，正断層型の地震であった。

震央分布図〔地震調査研究推進本部（2019）一部加筆〕
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１．２ 1968年5月16日十勝沖地震の最大余震

（２）Izutani(2011）の知見

【Izutani(2011)】

 強震動継続時間の方位依存性から，最大余震の断層面を推定した。

 本震の滑り方向は太平洋プレートと同じ向きだが，最大余震はほぼ反対の滑り方向を持つ。

 強震記録の分析から，最大余震の断層位置は本震の20km下方に位置し，本震とほぼ平行である。

本震

最大余震

東通原子力発電所

約20km

プレート境界面

本震

最大余震

本震 最大余震

本震と最大余震の震央分布

推定された断層面（断面）

強震記録

1968年十勝沖地震（プレート間地震）と最大余震（海洋プレート内地震）〔Izutani(2011)一部加筆〕

⇒ 1968年十勝沖地震の最大余震（M7.5）は，震源メカニズムからアウターライズの正断層の再活動とはタイプが異なると考えられる。そ
の影響は，本震を上回るものとはなっていない。
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１．３ 沖合いのやや浅い地震（東北）の短周期レベル

（１）2011年7月10日三陸沖の地震（M7.3）の短周期レベル

【2011年7月10日三陸沖の地震（M7.3）の短周期レベル】

佐藤（2012）に加筆

7月10日の地震の観測加速度スペクトルとω-2モデルの比較

（短周期レベルの推定には４Hz以下を用いた）

検討に用いたK-NET観測点

 佐藤・巽（2002）が東日本の震源深さ60km以下の海溝型地震
の観測記録からスペクトルインバージョンにより推定したQ値，
経験的地盤増幅率及び2011年7月10日三陸沖の地震のK-NET
強震記録を用いて震源スペクトルを算出し，短周期レベルを推
定した。

2011.7.10

2011年7月10日三陸沖の地震の短周期レベルAは，同規模のプ
レート内地震と比較して小さい。

3.95×1019Nm/s2
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１．４ 検討対象地震と申請時の基準地震動Ｓｓの比較

水平成分 鉛直成分

：NS方向
：EW方向

：敷地下方DC型
：敷地下方DE型
：沖合いのやや浅い地震（東北）
：北海道ＤＥ型
：沖合のやや浅い地震（北海道）
：アウターライズ地震
：基準地震動Ｓｓ（2014年6月）

 検討対象地震の地震動評価では，平均応答スペクトル※や一部簡易的な手法も採用しており，地震動評価精
度が多少劣るケースがあるが，それが基準地震動Ｓｓ策定に与える影響は小さいことを確認するために，検討
対象地震の応答スペクトルと基準地震動Ｓｓ（申請時）の比較を示す。

※平均応答スペクトル：断層モデルを用いた地震動評価では，各小領域の破壊伝播の揺らぎを考慮した複数ケースを算定しており，平
均応答スペクトルは複数の算定結果を平均化したもの。
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１．５ 検討対象地震（断層モデル波）の応答スペクトル

水平成分 鉛直成分

：NS方向
：EW方向

：敷地下方DC型
：敷地下方DE型
：沖合いのやや浅い地震（東北）
：北海道ＤＥ型
：沖合のやや浅い地震（北海道）
：アウターライズ地震
：基準地震動Ｓｓ（2014年6月）

 検討対象地震の検討では，目的が敷地に最も影響の大きい地震の選定であることから，断層モデルを用いた
手法によって算定された平均応答スペクトルで大小関係を比較したが，参考に，合わせて算定された敷地への
影響が大きいケースの断層モデル波※の応答スペクトルを示す（前頁との整合性も考慮し基準地震動Ｓｓ（申請
時）についても記載している）。

※：断層モデル波は，平均応答スペクトルに最も近い応答スペクトルの一波を選定
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１．６ 敷地下方DC型地震の断層面を海洋地殻まで近づけた場合の地震動評価

（１）二重深発地震上面の地震 断層位置の影響

 東北地方で発生したDC型地震の最大である2011年4月7日宮城県沖の地震（4.7地震）は，海洋性マントルの最上部で発生した地
震であった。

 検討用地震である敷地下方DC型地震は，4.7地震の知見を踏まえ海洋性マントルに断層面を想定している。

 この断層面を敷地により近づけるために，断層面を海洋地殻まで近づけた場合の地震動評価を参考的に行う。

4.7地震震源域の鉛直分布図〔Nakajima et al.(2011)一部加筆〕

白丸は再決定した余震

海洋地殻

海洋性マントル

太平洋プレート上面モホ面

断層面
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１．６ 敷地下方DC型地震の断層面を海洋地殻まで近づけた場合の地震動評価

（２）海洋地殻と海洋性マントルの物性の違い①

北海道の海洋プレート内地震の応力降下量

〔Kita and Katsumata(2015)一部加筆〕

【Kita and Katsumata(2015)】

 北海道下の海洋プレート内地震を分析すると，海洋地殻で発生する地震の応力降下量は，海洋性マントル内で発生する地震の応力
降下量よりも小さい傾向がある。

【北（2016）】

 東北地方でも北海道と同じ傾向がみられた。

 剛性の違いなどが応力降下量の違いを誘発すると考えられる。

⇒海洋地殻で発生する地震の応力降下量は，海洋性マントルの地震の1/1.9倍（0.53倍）～1/2.8倍（0.36倍）程度となっている。

北海道

海洋地殻のVsを4.0km/s，海洋性マントルのVsを
4.6km/sとした場合

海洋性マントル／海洋地殻 ＝ 約1.9倍程度

海洋地殻及び海洋性マントルのVsを4.6km/sとし
た場合

海洋性マントル／海洋地殻 ＝ 約2.8倍程度

東北

東北日本の海洋プレート内地震の応力降下量

〔北(2016) 一部加筆〕

海洋地殻及び海洋性マントルのVsを4.6km/sとし
た場合（読み取り）

海洋性マントル／海洋地殻 ＝ 約2.8倍程度
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北海道で発生する海洋プレート内地震の応力降下量 模式図〔Kita and Katsumata(2015)一部加筆〕〕

⇒海洋性マントル及び海洋地殻で発生する地震の応力降下量の違いには，D/rに比べて剛性率の寄与が比較的大きいことから，剛性
率に着目した検討を行う。

 海洋地殻の応力降下量は，70～100kmでは，温度による剛性低下の効果
が大きく，応力降下量が減少する。

 110～170kmでは，温度上昇より脱水作用等による影響が大きくなり，剛性
が増大し，応力降下量が増加する。

１．６ 敷地下方DC型地震の断層面を海洋地殻まで近づけた場合の地震動評価

（２）海洋地殻と海洋性マントルの物性の違い②

（ａ）海洋地殻と海洋性マントルで発生する地震の応力降下量の模式図 （ｂ）海洋地殻で発生する地震の応力降下量の模式図（詳細）

 海洋地殻は海洋性マントルに比べて剛性が小さく，Δσは小さい。
 海洋性マントルは剛性が大きく，深くなるほどΔσは大きくなる。

【Kita and Katsumata(2015)】

 海洋地殻と海洋性マントルの応力降下量の違いは，それぞれの領域の剛性率及びD/ｒの違いで説明できる可能性がある※。

 剛性率の違いは，海洋地殻と海洋性マントルを構成する岩石の違いによる。（海洋地殻/海洋性マントル：60～71％）

 D/ｒの違いは，海洋地殻と海洋性マントルで発生する地震の破壊メカニズムの違いを示唆。（海洋地殻/海洋性マントル：74～86％）

※： ， Δσ：応力降下量，ｒ：等価半径，μ：剛性率，D：すべり量 ⇒ Δσは，μ及びD/rに比例する。∆� =
7

16
� � � 	 �

D

r



14

【Kita and Katsumata.(2015)による知見】
・Christensen(1996)は，封圧1.0GPaにおける岩石の密度及びVsを示しており，上部マントルの剛性率は67～75GPa，
地殻（深さ70～120km）の剛性率は45～48GPaとなる。

・この知見から，海洋地殻／上部マントルの剛性率の比として，60～71％が導かれる。

【Christensen(1996 )及びChristensen and Mooney(1995)による知見】
・Christensen(1996)は，Christensen and Mooney(1995)の知見に基づき，封圧1.0GPaにおける岩石の物性について
整理している。

封圧下における物性値【Christensen(1996)より抜粋・一部加筆】

海洋地殻の構成岩石
玄武岩

マントルの構成岩石
かんらん岩

海洋地殻の構成岩石
角閃岩

マントルの構成岩石（かんらん岩）は，地殻の構成岩石（玄武岩等）に比べて密度・S波速度・P波速度が大きい。

１．６ 敷地下方DC型地震の断層面を海洋地殻まで近づけた場合の地震動評価

（２）海洋地殻と海洋性マントルの物性の違い③
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 地震調査研究推進本部（2012）の評価に用いている地下構造モデルにおいて，北海道地方から東北地方にかけての太平洋プレートは
同じ構造（S波速度，密度等）のモデルが用いられている。

 この地下構造モデルの海洋地殻と海洋性マントルの物性の違い（μ＝ρβ2，ρ：密度，β：S波速度）から算定される応力降下量の比は
約2.10倍である。これは，Kita and Katsumata(2015)における海洋地殻と海洋性マントルの応力降下量の関係（海洋性マントル/海洋地殻
＝約1.9倍程度）と対応している。

太平洋プレート構造モデル〔地震調査研究推進本部（2012）〕

第22層 海洋地殻
（Vs（β）=3.5km/s）

第23層 海洋性マントル
（Vs（β）=4.6km/s）

全国１次地下構造モデル（暫定版）の物性値
〔地震調査研究推進本部（2012）〕 S波速度 密度 剛性率

剛性率の比
マントル/地殻

（地殻/マントル）
β ρ μ=ρβ2

（km/s） （g/cm3） （N/m2）

海洋地殻
（第22層）

3.5 2.8 3.4E+10
2.10

（0.47）海洋性ﾏﾝﾄﾙ
（第23層）

4.6 3.4 7.2E+10

海洋地殻と海洋性マントルの剛性率の比（応力降下量※の比）

１．６ 敷地下方DC型地震の断層面を海洋地殻まで近づけた場合の地震動評価

（２）海洋地殻と海洋性マントルの物性の違い④

※： ，Δσ：応力降下量，ｒ：等価半径，μ：剛性率，D：すべり量∆� =
7

16
� � � 	 �

D

r
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 応力降下量と剛性率は比例関係にある※。

 一方，地震調査研究推進本部（2005）では，宮城県沖地震を想定した強震動予測に用いるため，東北地方の上部
マントルから地震基盤までの大構造を設定しているが，海洋地殻と海洋性マントルの物性の違い（μ＝ρβ2，ρ：
密度，β：S波速度）から算定される応力降下量の比は，約1.42倍となる。

上部マントルから地震基盤までの大構造

〔地震調査研究推進本部（2005）〕

S波速度 密度 剛性率
剛性率の比

マントル/地殻
（地殻/マントル）

β ρ μ=ρβ2

（km/s） （g/cm3） （N/m2）

海洋地殻 3.93 3.0 4.6E+10 1.42
（0.70）海洋性

マントル
4.5 3.25 6.6E+10

海洋地殻と海洋性マントルの剛性率の比（応力降下量の比）

１．６ 敷地下方DC型地震の断層面を海洋地殻まで近づけた場合の地震動評価

（２）海洋地殻と海洋性マントルの物性の違い⑤

※： ，Δσ：応力降下量，ｒ：等価半径，μ：剛性率，D：すべり量∆� =
7

16
� � � 	 �

D

r
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■海洋地殻及び海洋性マントルの地震の応力降下量（短周期レベル）
【地震記録等による検討】
 Kita and Katsumata(2015) での応力降下量（短周期レベル）

海洋地殻：海洋性マントル＝約0.53：1（1：1.9）

 Christensen（1996）の岩石試験を基にした 応力降下量（短周期レベル）

海洋地殻：海洋性マントル＝約0.60：1（1：1.7））

【地盤構造モデルに基づく検討】

 地震調査研究推進本部（2012）速度構造での応力降下量（短周期レベル）

海洋地殻：海洋性マントル＝約0.47：1（1：2.10）

 地震調査研究推進本部（2005）速度構造での応力降下量（短周期レベル）

海洋地殻：海洋性マントル＝約0.70：1（1：1.42）

海洋性マントルの応力降下量に対し海洋地殻の応力降下量（短周期レベ
ル）は0.47倍～0.70倍程度の値と評価される。

断層面を海洋地殻まで近づけた場合のSMGAの短周期レベルは，海洋地殻と海洋性マントルの物性の違いを考慮し，
保守的に4.7地震の0.8倍（地震調査研究推進本部（2020）の短周期レベルの1.2倍）を考慮する。

SMGAを海洋性マントル内に設定した場合は，4.7地震の知見から地震調査研究推進本部（2020）の短周期レベルの1.5
倍を考慮している。したがって，SMGAを海洋地殻内の場合は，4.7地震の0.47倍～0.70倍（地震調査研究推進本部
（2020）の短周期レベルの約0.7 （=1.5×0.47） ～1.05倍（=1.5×0.70））程度と考えられる。

北海道下の太平洋プレートでは，
海洋性マントルの応力降下量は
海洋地殻より大きく，東北日本下
の太平洋プレートでも同様の傾
向がある〔Kita and
Katsumata(2015)，北（2016）〕。

１．６ 敷地下方DC型地震の断層面を海洋地殻まで近づけた場合の地震動評価

（２）海洋地殻と海洋性マントルの物性の違い⑥
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１．６ 敷地下方DC型地震の断層面を海洋地殻まで近づけた場合の地震動評価

（３）参考検討ケース
 地震規模及び断層傾斜角は検討用地震（M7.5）と同じとする。

 断層位置は，上端を海洋プレート上面とし，強震動生成域（SMGA）は，敷地に近い断層上端に設定する。

 破壊開始点は，破壊が敷地に向かう位置に複数設定する。

 短周期レベルは，海洋性マントルと海洋地殻の物性の違い等を考慮し，保守的に4.7地震の0.8倍（地震調査研究推進本部（2020）の
短周期レベルの1.2倍）とする。

 地震動評価は，統計的グリーン関数法〔釜江ほか(1991)及び入倉ほか（1997）〕を用いたケース４（不確かさの重畳）に対して，距離及
び短周期レベルの違いを補正することにより評価する。

タイプ 地震規模 想定位置 SMGA位置
短周期レベル※1

（A）
備考

参考検討ケース DC型 M7.5
敷地至近

（海洋地殻）
断層上端

均等
1.2Aｓ

・短周期レベルは，海洋性マントル（4.7地
震）と海洋地殻の物性の違い等を考慮

・断層モデルの応答スペクトルを補正

（比較）
ケース４（重畳）

DC型 M7.5
敷地至近

（海洋性ﾏﾝﾄﾙ）
断層上端

均等
1.5Aｓ 短周期レベルは4.7地震のM0-A関係を考慮

【参考検討】敷地下方DC型地震の断層面を海洋地殻まで近づけた場合の地震動評価

※１：地震調査研究推進本部（2020）の短周期レベルを1.0Asとする。

①原田・釜江（2011） ②地震調査研究推進本部(2020)※２ ③＝①/② ④＝0.8×③

短周期レベル（A) （Nm/s2） 1.16 ×1020 7.67×1019 1.5 1.2

※２：F-netによる地震モーメント〔4.74×1019（Nm）〕より算定

【参考検討】4.7地震の地震調査研究推進本部（2020）に対する短周期レベルの倍率
短周期レベルに反映

【参考検討】敷地下方DC型地震の断層面を海洋地殻まで近づけた場合の震源距離

ケース M 等価震源距離Xeq（km）

参考検討ケース 7.5 77

（比較）ケース４（重畳） 7.5 84
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１．６ 敷地下方DC型地震の断層面を海洋地殻まで近づけた場合の地震動評価

（４）参考検討ケースの断層モデル

参考検討ケース 断層配置図 断層配置図（断面）

東通原子力発電所

（比較）
ケース４（M7.5）

R3

R4

R1

R2

R:破壊開始点

東通原子力発電所

（比較）
ケース４（M7.5）

参考検討ケース（M7.5）

 敷地下方DC型地震の断層面を海洋地殻まで近づけた場合の断層モデルを示す。

参考検討ケース 展開図

R:破壊開始点

（展開図上の）
▽海洋プレート スラブマントル位置

（展開図上の）
▽海洋プレート上面位置

53.04km（=1.77km×30）

16.17km

（=2.02km×8）

（比較）ケース４の断層面

R1R2

R3R4
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１．６ 敷地下方DC型地震の断層面を海洋地殻まで近づけた場合の地震動評価

（５）参考検討ケースの断層パラメータ① 設定フロー

【微視的断層面】【巨視的断層面】
【与条件】

地震規模
〔不確かさを考慮〕

M7.5（Mw7.4）

断層傾斜角
プレート上面に対して60°

（ｱｳﾀｰﾗｲｽﾞ正断層の再活動）

断層位置
敷地至近の海洋地殻
及び海洋性マントル

密度（ρ），S波速度（β）
佐藤・巽(2002)

剛性率(μ=ρβ2)

短周期レベル（A）
〔地震調査研究推進本部（2020）〕

A=9.84×1010×(M0×107)1/3 （Nm/s2）

断層面積
〔地震調査研究推進本部（2020）〕
S=(49π4β4M0

2）/（16A2Sa） (km2）

平均応力降下量（⊿σ）
〔地震調査研究推進本部（2020）〕
⊿σ=(7π1.5/16)(M0/S1.5) （MPa）

平均すべり量（D）
〔地震調査研究推進本部（2020）〕

D=M0/(μS) (m)

地震モーメント（M0）
〔Kanamori(1977)〕

M0=10(1.5Mw+9.1) （Nm）

SMGA面積（Sa）
〔地震調査研究推進本部（2020）〕

Sa=1.25×10-16×(M0×107)2/3 （km2）

SMGAの応力降下量（⊿σa）
〔地震調査研究推進本部（2020）〕
⊿σa=A/(4β2(πSa）

0.5） （MPa）

SMGAのすべり量（Da）
〔地震調査研究推進本部（2020）〕

Da=2.0×D （m）

※：A及び⊿σaを1.2倍にする。

敷地下方DC型地震の断層面を海洋地殻まで近づけた参考検討ケースの断層パラメータ設定フローを示す。

地震モーメントは，不確かさを考慮した地震規模から算定する。

設定は，地震調査研究推進本部（2020）の強震動予測レシピを用いる。
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１．６ 敷地下方DC型地震の断層面を海洋地殻まで近づけた場合の地震動評価

（５）参考検討ケースの断層パラメータ②
 敷地下方DC型地震の断層面を海洋地殻まで近づけた参考検討ケースの断層パラメータを以下に示す。

断層パラメータ 記号 単位 設定方法
（比較）ケース４

（重畳）
参考検討ケース

巨
視
的
断
層
面

地震規模（ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ） （Mw） ― 4.7地震 7.5（7.4） ←

走向 θ ° 海溝軸を考慮 0 ←

断層傾斜角 δ ° 海洋プレート上面に対し60° 32 ←

断層長さ L km 断層面積より設定 53.04 ←

断層幅 W km 断層面積より設定 16.17 ←

断層面積 S km2 S=(49π4β4M0
2）/（16A2Sa） 858 ←

断層上端深さ ― km 海洋プレートの沈み込みを考慮 68.9 62.8

地震モーメント M0 Nm M0=10(1.5Mw+9.1) 1.58×1020 ←

剛性率 μ N/m2 μ=ρβ2 4.80×1010 ←

密度 ρ g/cm3 佐藤・巽(2002) 3.0 ←

Ｓ波速度 β km/s2 佐藤・巽(2002) 4.0 ←

平均すべり量 D m D=M0/(μS) 3.85 ←

平均応力降下量 ⊿σ MPa ⊿σ=(7π1.5/16)(M0/S1.5) 15.37 ←

破壊伝播速度 Vr km/s Vr=0.72β 〔Geller(1976)〕 2.88 ←

短周期レベル A Nm/s2 A=9.84×1010×(M0×107)1/3 1.72×1020 1.38×1020

高周波遮断周波数 ｆmax Hz 2008年岩手県沿岸北部の地震シミュレーション 18 ←

S
M
G
A

地震モーメント M0a Nm M0a=μDaSa 6.28×1019 ←

面積 Sa km2 Sa=1.25×10-16×(M0×107)2/3 170 ←

平均すべり量 Da m Da=2D 7.70 ←

応力降下量 ⊿σa MPa ⊿σa=A/(4β2(πSa）
0.5） 116.4 93.1

各
S
M
G
A

地震モーメント M0ai Nm M0ai=M0a/n,  n:SMGAの個数 3.14×1019 ←

面積 Sai km2 Sai=Sa/n, n：SMGAの個数 85 ←

平均すべり量 Dai m Dai=M0ai/(μSai) 7.70 ←

応力降下量 ⊿σai MPa ⊿σai=⊿σa 116.4 93.1

背
景
領
域

地震モーメント M0b Nm M0b=M0-M0a 9.57×1019 ←

面積 Sb km2 Sb=S-Sa 688 ←

平均すべり量 Db m Db=M0b/(μSb) 2.90 ←

実効応力 ⊿σb MPa ⊿σb=(Db/Wb)/(Da/Wa)⊿σa 21.9 17.5

Q値 Q ― 佐藤・巽(2002) 114f0.92 ←
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１．６ 敷地下方DC型地震の断層面を海洋地殻まで近づけた場合の地震動評価

（４）海洋地殻に想定する地震の地震動評価

 敷地下方DC型地震の断層面を海洋地殻まで近づけた参考検討ケースの断層モデルによる評価をケース４と比較して以下に
示す。

 参考検討ケースは，ケース４と同等以下である。

：ケース４（重畳）
：参考検討ケース

水平成分 鉛直成分

：NS方向
：EW方向

太線：断層モデル
細線：断層モデルを補正
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